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研究要旨 

 本研究を開始するにあたり、これまでの

国内外における小児・成人期発症 1 型糖尿

病の有病者数や発症率に関する文献的考察

を行った。 

小児における 1 型糖尿病発症率は国や地

域により著しく異なり、特に北欧において

発症率が高い。2013 年における発症率（対

10 万人年）の上位国は、1 位フィンランド

（57.6）、2 位スウェーデン（43.2）、3 位ノ

ルウェー（32.8）であった。一方、これま

での報告によると、日本における発症率は、

おおよそ 1.5～2.5 と低い。しかし、わが国

からの報告は約 10～20 年前のものであり、

近年における報告は、我々が調べた限り認

められなかった。 

1 型糖尿病発症率のピークは思春期にあ

り、思春期を超えると男児、女児ともに発

症率は大きく減少する。発症率には性差が

あり、発症率が高い北欧諸国では男児の発

症率が高く、発症率が低い国では同等か、

女児の方が高い。 

 

成人期発症の 1 型糖尿病に関する調査研

究は極めて限られている。北欧を中心に 15

～34 歳を対象にした調査研究の報告をみ

ると、年齢調整発症率（対 10 万人年）は、

スウェーデンでは 12.7、リトアニアでは

8.30 などと、いずれも小児期発症 1 型糖尿

病と比較して低い。 

以上の文献的考察から、北欧のように発

症率が高い地域においては、1 型糖尿病に

関する疫学データが多く、常に update がさ

れている。しかし、日本においては正確な

有病者数は明らかでなく、update も乏しい。

特に成人については発症率も有病者数も明

らかでない。従って、今後、大規模調査を

行い、わが国における 1 型糖尿病の推定有

病者数に関する新知見を明らかにすること

は必須である。その結果は、今後の 1 型糖

尿病患者の就学・就労支援を含めた社会参

加の促進のための施策に反映することがで

きるといえよう。 
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A． 研究目的 

これまでの国内外における小児・成人期

発症 1 型糖尿病の有病者数や発症率に関す

る文献的考察を行う。 

B． 研究方法 

過去の文献からエビデンスを収集し、国

内外の現状を把握する。 

 

C． 研究結果 

1．小児期発症 1 型糖尿病 

＜有病者数と発症率＞ 

IDF（ International Diabetes Federa- 

tion；国際糖尿病連合）の報告によると、

2013年の世界における小児期発症1型糖尿

病の推定有病者数（15 歳未満）は 497,100

人で、そのうち 26%は欧州、22%は北米や

カリブ地域に居住している 1)。また、世界

で 1年間に 79,100人が新たに 1型糖尿病を

発症していると推測されている。 

世界 50 ヵ国における 15 歳未満の 1 型糖

尿病推定発症率（2013 年）は、国や地域に

よって小児期発症 1 型糖尿病発症率は著し

く異なり、特に北欧において発症率が高く、

日本を含めてアジア諸国では低い。この理

由としては、疾患感受性遺伝子を持つ頻度

が人種によって異なることが挙げられる。 

発症率（対 10 万人年）の上位国は、1 位

フィンランド（57.6）、2 位スウェーデン

（43.2）、3 位ノルウェー（32.8）であった

1)。また、米国からの報告により、人種や民

族間において 1 型糖尿病の発症率が大きく

異なり、非ヒスパニック系白人で最も高く、

アメリカインディアン/アラスカ先住民に

おいて最も低いことが示された 2)。 

１型糖尿病発症率のピークは思春期にあ

り、思春期を超えると男児、女児ともに発

症率は大きく減少する 3)。発症率には性差

があり、発症率が高い北欧諸国では男児の

発症率が高く、発症率が低い国では同等か、

女児の方が高い。 

日本における発症率は、北海道 IDDM 登

録では 1.63（1973〜1992 年、男児：1.45，

女児：1.81）4)、Japan IDDM Epidemiology 

Study Group では北海道：2.07、東京：1.65、

横浜：1.66、大阪：1.78、鹿児島：1.93（1985

～1989 年）5)、全国調査では 1.5（1986〜

1990 年、男児：1.2，女児：1.8）6)、別の

全国調査では 2.1〜2.6（1998〜2001 年）7)

などと報告されてきた。また、国内におけ

る地域差はないとされる 5)。従って、これ

までの報告に基づくと、日本における小児

期発症 1 型糖尿病の発症率はおおよそ 1.5

～2.5 であり、女児の発症率は男児の約 1.5

倍といえよう。 

＜発症率の推移＞ 

近年、小児期発症１型糖尿病の発症率の

増加および発症の若年化がみられると報告

されている。IDF によると、毎年の発症率

は前年度の 3％増である 1)。しかし、発症率

の増加の程度は地域によってばらつきが大

きい。 

発症率第 1 位のフィンランドにおける

1980～2005 年の年齢調整発症率（対 10 万

人年）は 42.9 で、この間に 31.4（1980 年）

から 64.2（2005 年）へとほぼ倍増した 8)。

The EURODIAB Study Group の 1989～

2003 年における観察によると、0～4 歳、5

～9 歳および 10～14 歳の年間増加率は、そ

れぞれ 5.4％、4.3％および 2.9％であり、低

年齢ほど増加率が高いこと、相対的に発症
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率が低い国や地域ほど増加率が高い傾向に

あることが示された 9)。 

但し、その後、フィンランド 10)、スウェ

ーデン 11)やノルウェー12)などからは、2005

年頃を境に発症率の増加が横ばいになった

との報告が相次いでいる。これらをふまえ、

今後の傾向を注意深く観察する必要がある。

日本からの報告は限られている。捕捉率が

ほぼ 100%と報告されている北海道におけ

る発症率（対 10 万人年）は、1973〜1977

年：0.90、1978〜1982 年：1.57、1983〜

1987 年：1.92、1988〜1992 年：2.28 であ

り、この間に有意な上昇を認めた 4)。北欧

における調査では、症例の捕捉率を高める

ために、C-R 法が利用されている 9,13)。発

症率の年次推移を観察することは、この疾

患の発症に関与するリスク因子の解明に大

きく寄与するため、日本をはじめとした発

症率低頻度の国からの新たな報告が待たれ

る。 

2．成人期発症 1 型糖尿病 

成人期発症 1 型糖尿病の発症率について

は、主に欧州から報告がみられる。しかし、

1型糖尿病は小児期に多く発症することや、

成人においては 2 型糖尿病との鑑別が難し

いことから、小児に比べると調査研究が限

られている。さらに、成人期発症 1 型糖尿

病に関する systematic review 14)の対象と

なった調査研究をみてもわかるように、多

くの研究において調査対象が 40 歳未満で

ある。 

15～34 歳を対象にした調査研究の報告

をみると、年齢調整発症率（対 10 万人年）

は、スウェーデンにおいて 12.7（1983～

2002 年、男性 16.4、女性 8.9）15)、リトア

ニアにおいて 8.30（1991〜2008 年、男性：

10.44，女性：6.10）16)などであった。 

40 歳以上が調査対象に含まれる調査研

究は、近年ではスウェーデンのクロノベリ

17)、イタリアのトリノ 18)、台湾 19)などから

報告がみられた。発症率（対 10 万人年）は、

クロノベリにおいて27.1（20～100歳、1998

～2001 年、男性 29.1、女性 26.7）、トリノ

において 7.3（30～49 歳、1999～2001 年、

男性 9.2、女性 5.4）であった。台湾では 30

～44 歳、45～60 歳、60 歳以上においてそ

れぞれ男性 2.35、1.02、0.39、女性 2.32、

1.01、0.67（2009～2010 年）であった。こ

れらの調査研究の多くは、1 地域における

検討であることや、サンプルサイズが小さ

いことから、母集団を代表する数値かどう

かについて限界はあるものの、成人におけ

る発症率が小児の約 3 分の 1 であることを

示唆している。 

成人においても、小児と同様、1 型糖尿

病発症率には国・地域差がある。また、図

2 にも示されているように、一般的に思春

期以降を含む成人における発症率は、男性

の方が高いとされる 14)。これは、他の主だ

った自己免疫疾患の発症率が女性で高い事

実と対照的である。現時点では、わが国に

おける成人期発症１型糖尿病の頻度に関す

る調査は、我々が検索した限りでは行われ

ていない 20)。 

 

D． 考察 

 北欧のように発症率が高い地域において

は、１型糖尿病に関する疫学データが多く、

かつ常に update されている。しかし、日本

においては、正確な有病者数は明らかでな

く、update も乏しい。特に成人については
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発症率も有病者数も明らかでない。従って、

今後、大規模調査を行い、わが国における

１型糖尿病の疫学に関する新知見を提供す

ることが必要であると考えられた。その結

果は、今後の１型糖尿病患者の就学・就労

支援を含めた社会参加の促進のための施策

に反映することができるといえよう。 

 

 

E． 結論 

 近年の１型糖尿病の疫学に関する研究報

告は、主に欧米からであった。わが国から

は、我々が調べた限りでは、約 10～20 年前

の報告でとどまっており、今後、新たな精

度の高い調査が必要と考えられた。 
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